	開催セミナー

	第33回　農楽マッチ勉強会

	日　時
	2015年10月18日 (日)

　　13:30～16:00
	場　所
	大阪総合生涯学習センター　5階

第6研究室

	講　演　者

	　NPO法人ぷろぼの理事長　阿南雅昭氏　　　谷林業㈱取締役　谷茂則氏

	タイトル
	1　社会福祉法人　障害者雇用支援事業　2　吉野林業について　林業の税務について

	内容
	1　阿南雅昭氏
「ぷろぼのグループ」は、NPO法人と社会福祉法人の２つの組織で、障害者の職業訓練や就職支援を行なっています。奈良県内に４ヶ所の事業所を持ち、百名以上の従業員が在籍しています。阿南氏が障害福祉に携わるきっかけは趣味のカヌー用品を安く買うために奈良県の社会福祉法人が営むアウトドア用品店でボランティアをしていたときのこと。店長が倒れてしまったことを契機に、障害者の方々と一緒に働くこととなりました。当初は経営の体を成しておらず障害者をクビにしようとしたほど、彼らとの付き合い方がわからなったようです。しかし、事業を軌道に乗り、彼らに仕事を任せたところ、少しのサポートで成長し、店の売上も半年で桁違いに伸びました。その後は障害者それぞれが自立することに成功、各メーカーなどと正規雇用契約を結ぶことができたそうです。

その経験から「障害者との付合いは介護だと思っていたが、そうではなく障害者への配慮をしつつ、キャリアアップを支援し、働く厳しさを伝えて自立させることが支援だ」ということに気が付き、現在の事業に発展しています。
現在「ぷろぼのグループ」でのユニークな事業は、記帳代行サービスです。障害者に対して十分な職業訓練を積ませることで、高度なレベルが要求される記帳業務に従事させても契約先の会計事務所などに満足いただける質の高い業務を実現しています。

HP製作、印刷物制作事業やPCメンテナンス事業も行い、取扱量が多くなりすぎ作業スペースが足りない程、引き合いがあるようです。これらの作業はこつこつと物事に取り組む障害者にとって適性があるものが多く、仕事の質も高いという結果がでています。

今後の取り組みとしては、農業　奈良市東部での茶畑（無農薬無肥料）や、東吉野のヨモギ畑の管理を行うなど農業分野を強化して、6次産業化を目指しています。

また奈良県新大宮に5階立てのCLT工法による木造ビルを建設予定で「おいしいご飯、おいしい味噌汁」をモットーにした食堂をオープンさせ、地域との繋がりを強くしていきたいとのことです。その他にもイベント終了後の清掃作業、ゲストハウス事業など従来のIT以外の分野にも発展させて、「障害者が活躍できる場を広げたい」と語っておられました。これらの職場への見学も可能とのことです。

　2　谷茂則氏
　奈良県王寺町に生れ。関西学院卒。家業は江戸時代から続く林業。約1500haという広大な山林を吉野郡や北葛城郡に所有をしていますが、父親の代から受け継ぐ際には数十億円の相続税がかかり、会社が存続できない矛盾を感じ、税理士の勉強を始め、税理士試験合格をしました。その知識を生かし適正な山林の評価額の算定の必要性を求め全国でも事例の少ない相続税納税猶予制度への目途が立てることができました。その後家業の林業を継ぎ、今では日本で唯一、山林に関する相続の問題を解説できる若き経営者です。
安土桃山時代から吉野での林業は盛んになり、今日まで続いています。特徴は密植、多間伐、長伐期、筏流走路といったキーワードで語ることができますが、最大の特徴はマーケットの確保を古来より実践してきたということです。熊野古道を行き交う行者のための杖、わびさびを重視した数寄屋造りの流行、享保の改革によるコメ余りに起因する日本酒解禁のための樽丸需要などそれぞれの時代の需要をうまく吉野の木材の特徴とマッチさせながら、全国に吉野の林業を知らしめたといいます。その後、寺社仏閣などにも吉野の木材が使用されるなどして、長期にわたり吉野の林業は隆盛を極め、それは谷氏の父親の代まで続いてきました。しかし、あの阪神大震災により、たくさんの家が火事に見舞われたことから建築基準法の改正、木造建築への世間のイメージの悪化など、林業は甚大な被害を受けました。また、第一次産業のなかでも特に保守的と谷氏が語るように、業界が変革を避けてきたことにより現在の林業は、所有者の不明、山守制度の崩壊、流通・物流が分断されているなど、問題が山積みされており、尚且つ全体像がわかる人がいないという状態です。
そんな中、谷氏は山林を生かし林業を活性化させる為、5000人規模のイベント「チャイムの鳴る森（今年は11月21日、22日奈良県王寺町にて開催）」、「森の幼稚園」や、若手の登用と育成、障害者福祉施設との取り組み（阿南氏と連携）、専門家や商流のネットワーク造りに日々奮闘されておられます。
目標は「現代版の吉野林業を創る」。それはかつて吉野林業が実践してきた「マーケットを作りながら、経済、環境、社会にも調和した林業経営」というものです。また林地に明るい専門税理士がいないため、林地の評価を論理づける仕組みが必要と考え、林地のレインズのような流動化プラットホームの構築に乗り出しています。山林を若い意欲のある世代へ引き継いでいき、日本の国土の3分の2を占める森の新たな価値化を目指されています。
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